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外部労働市場全体のマッチング機能を強化していくためには、各労働力需給調整機関がそれぞれの
役割・機能に応じた連携を強化していく必要があるとともに、国が直接運営する無料の職業紹介機関
であり、雇用対策の基軸となる公共職業安定所が、率先してそのマッチング機能の強化を図ることが
重要です。
このような国全体の方針・認識のもと、長崎労働局においても、管内各公共職業安定所の更なる

マッチング機能の強化を図るため、(*)PDCAサイクルによる目標管理等によって業務改善を進めて
いく総合評価を実施していくこととしました。
また、これらの取組について、利用者である国民への透明性の向上を図り、利用者の公共職業安定

所に対する信頼性の向上の観点から、その実施状況を公表することとしています。

*PDCAサイクル･･･Plan（計画）→Do（実行）→Check（評価）→Act（改善）を繰り返すことによって業務を継続的に改善する取組

１ 制度の概要
別紙１のとおり。

２ 実施公共職業安定所
長崎県内各公共職業安定所において実施。
ただし、西海出張所は長崎公共職業安定所、壱岐出張所は対馬公共職業安定所に含む。

３ 評価対象となる指標
就職件数（常用）、充足件数（常用 受理地ベース）、雇用保険受給者の早期再就職件数の３指標と

する。
長崎県全体と各公共職業安定所ごとの目標数は別紙２のとおり。
ただし、全国における総合評価の実施については、その他の所別の重点指標も用いたうえで総合的な

評価となる。

４ 今後の公表等予定
（１）毎月報告

毎月の雇用情勢公表時、３指標の実績を公表。
（２）中間報告

９月の公表日(８月分)を目処に、(１)の毎月の実績に加えて、各公共職業安定所ごとの第１三半期
（４月～７月）終了時点の３つの指標の目標達成状況及び進捗状況について公表。

（３）総合評価決定後
厚生労働省本省より全国の各公共職業安定所の総合評価結果決定後、６月を目処に県内各公共職
業安定所の総合評価の結果、各種取組結果及び業務改善の実施状況等について公表。
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ハローワークのマッチング機能に関する業務の評価・改善の取組（概要）

•現行の取組（就職率等を指標にした
ＰＤＣＡサイクルによる目標管理）を
拡充し、業務の質の指標を追加。

•地域の雇用の課題を踏まえ重点とす
る業務に関する指標を追加。

•中長期的な就職支援の強化のため、
職員の資質向上や継続的な業務改
善の取組を推進。

ＰＤＣＡサイクルによる
目標管理・業務改善の拡充

ハローワークのマッチング機能の総
合評価・利用者への公表

評価結果等に基づく
全国的な業務改善

•業務の成果や目標達成状況等を定期
的に公表

→主要指標の実績を毎月、年度後半の取組
強化のための分析を年度央に、総合評価

を年度終了後に公表

•業務の成果や質、職員の資質向上・業
務改善の取組等の実施状況をもとにハ
ローワークの総合評価を実施。

→労働市場の状況や業務量が同程度のハ
ローワークをグループに分け、その中で比

較し評価

•ハローワークごとに実績・総合評価及び
業務改善の取組等をまとめ、労働局が
公表。

重点的に取り組んだ事
項、業務改善を図った事
項、業務改善が必要な
事項、総合評価、基本統
計データ、指標ごとの実
績及び目標達成状況な
どを公表

•評価結果等をもとに本省・労働局によ
る重点指導や好事例の全国展開等を

実施。

主要業務
の成果の向上

サービスの質向上
地域の課題への対応

職員の資質向上の取組

継続的な業務改善の取組等

ハローワークの機能強化を図るため、従来の目標管理・業務改善の拡充、マッチング機能に関する業務の総合
評価、評価結果等に基づく全国的な業務改善を、平成27年度から一体的に実施。
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①評価結果等をもとに労働局・ハ
ローワークに対する問題状況の
改善指導

②改善計画を作成、本省・労働
局が重点指導（評価期間終了
後）

③好事例は全国展開（評価期間
終了後）
労働市場の状況や業務量が同
程度のハローワークによる交流
会も開催



総合評価の構成
ハローワークのマッチング機能の総合評価は、全ハローワークで共通する指標による評価と、ハローワークごと
に地域の特性等を踏まえ重点的に取り組む業務や継続的な業務改善等に関する評価を総合的に勘案して実
施。

（１）所重点指標による評価
ハローワークのマッチング機能に関する重要業務のうち、
地域の雇用に関する課題等を踏まえ、ハローワークごとに重
点として取り組む業務に関する指標に基づく評価
○ 障害者の就職者数
○ 正社員求人数
○ 生活保護受給者等の就職者数 など

（１）主要指標による評価
ハローワークのマッチング機能に関する業務のうち特
に中核業務の成果を測定する指標に基づく評価

○ 就職者数
○ 求人充足数
○ 雇用保険受給者の早期再就職件数

ハローワークごとの重点的な取組の評価
（所重点指標・所重点項目）

総合評価を実施

（２）補助指標による評価
ハローワークのマッチング機能に関する業務の質を測
定する指標に基づく評価

○ 満足度調査
○ 紹介成功率

（２）所重点項目に対する評価
中長期的なマッチング機能向上のための、職員の資
質向上の取組や継続的な業務改善の取組等の実施
状況を評価
○ 職員による事業所訪問の実施
○ 求職者担当者制の実施
○ 職員による計画的なキャリア・コンサルティ

ング研修の受講
○ 好事例を導入した業務改善を実施 など

全ハローワークで共通する評価
（全所必須指標）

※所重点指標は、ハローワー
クごとに、評価対象とする業
務・取組を選択



マッチング機能評価の主要指標

１ 就職件数（常用）（件）

長崎県
計

長崎 佐世保 諫早 大村 島原 江迎 五島 対馬

27年度
（目標）

29,938 10,010 6,189 4,596 3,771 1,893 1,586 878 1,015

－ 33.4％ 20.7％ 15.4％ 12.6％ 6.3％ 5.3％ 2.9％ 3.4％

26年度
（実績）

29,783 9,572 6,215 4,580 3,769 2,036 1,651 920 1,040

２ 充足件数（常用 受理地ベース）（件）

長崎県
計

長崎 佐世保 諫早 大村 島原 江迎 五島 対馬

27年度
（目標）

28,933 10,810 6,441 4,321 2,874 1,649 1,075 813 950

－ 37.4％ 22.3％ 14.9％ 9.9％ 5.7％ 3.7％ 2.8％ 3.3％

26年度
（実績）

28,534 10,203 6,371 4,298 2,973 1,761 1,065 862 1,001

３ 雇用保険受給者早期再就職件数（件）

長崎県
計

長崎 佐世保 諫早 大村 島原 江迎 五島 対馬

27年度
（目標）

7,000 2,496 1,462 1,046 825 362 325 276 208

－ 35.7％ 20.9％ 14.9％ 11.8％ 5.2％ 4.6％ 3.9％ 3.0％

26年度
（実績）

6,882 2,466 1,480 1,008 794 386 316 246 186

※ 雇用保険受給者早期再就職件数とは、雇用保険の基本手当の支給算日数の３分の２以上を残して早期に再就職する件数
※ 各表中段の％は、県計に占める各所の割合

別紙２
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重点指標
長崎県

計
長崎 佐世保 諫早 大村 島原 江迎 五島 対馬

生活保護受給
者就職件数 950 392 － 140 80 80 － － －

障害者
就職件数 1,100 364 251 195 117 69 57 － －

学卒
正社員就職 2,748 1,350 520 － － － － － －

フリーター
正規雇用 2,861 - 660 － － － － － －

公的職業訓練
修了3か月後の

就職件数
641 268 － － － － 17 17 －

マザーズハロー
ワーク支援対象

者就職件数
－ 87.5% － 87.5% － － － － －

正社員求人数 45,894 19,968 － － － － － － 926

正社員
就職件数 13,658 － － 2,052 1,328 － － 249 240

介護・看護・
保育就職件数 6,500 2,450 1,280 － － 435 360 215 －

建設分野
就職件数 1,170 - 256 － 110 － － － －

新規高卒者
地元就職件数 － － － － － － － － 29

４ 各公共職業安定所別の重点指標と目標値


